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多層言語環境社会日本

• 日本社会の多層言語化

• 多層言語環境モデル

• モノリンガル型からマルチリンガル型社会への移行

• ヨーロッパ複言語主義と日本の学習指導要領

日本社会の多層言語化

• 少子高齢化による労働人口の減少→外国人労働者による補てん

出生率の低下・子供1人夫婦の増加（国立社会保障・人口問題研究所

2015年度調査）

2065年には約2.6人に1人が65歳以上に（高齢社会白書，2017）

• 訪日外国人旅行者数の増加

2003年：521万人→2010年：861万人→2015年：1,974人（国土交通省

観光庁統計情報・白書）

• 在留外国人の増加

1996年末：142万人→2016年末：238万人（法務省の在留外国人統計）

• 国勢調査や出入国管理統計表でも，外国人人口の割合や新規入国者数が増加
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多層言語環境モデル：以前は・・・

A言語国

B言語国

C言語国

A言語話者 B言語話者

C言語話者
日本人日本語
コミュニティ

多層言語環境モデル：現在は・・・

A言語国

B言語国

C言語国

A言語話者 B言語話者

C言語話者
日本人日本語
コミュニティ
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多層言語環境モデル：この先もしかする
と・・・

A言語国

B言語国

C言語国

A言語話者 B言語話者

C言語話者
日本人日本語
コミュニティ

モノリンガル型から
マルチリンガル型社会への移行

第２言語話者とは？ 第２言語学習の設定目標

モノリ
ンガル
社会

劣った目標言語話者 ・目標言語母語話者の言語規範を
第２言語話者が受容
・目標言語母語話者が目標

マルチ
リンガ
ル社会

他の言語・文化の社
会的資源をもたらす
人材

・複数言語を必要な分だけ用いな
がらコミュニケーションを行う

・第２言語は第２言語話者が第２
言語として使用する言語
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ヨーロッパ複言語主義と日本の学習指導要領

• ヨーロッパ共通参照枠（CEFR）

• 自律的に行動する力，社会的に異質な集団と交流する力，社
会・文化的・技術的ツールをインターラクティブに活用する力
＝キー・コンピテンシー（ライチェン・サルガニク, 2006）

• 「単なる知識や技能だけではなく技能や態度を含むさまざまな
心理的・社会的なリソースを活用して特定の文脈の中で複雑な
課題に対応することができる力」(中教審, 2008）：「主体的・
対話的で深い学び」（2017年学習指導要領改訂案）

置かれた言語環境のなかで，自己と周囲を相互作用的に調整しな
がら，最適なコミュニケ―ション方略を選択し，意思決定してい
く人材の育成⇒言語の選択もそのような力のなかの1つ

新しい第２言語話者像の創出

• なぜ目標言語の母語話者を目標とすることが問題なの
か？

• 義永 (2008)をもとにした第二言語能力観の変遷につい
て

• 第２言語話者のWellbeing

• 協働的相互行為の参与者となるためのスピーキング・
ストラテジー

• 提案する第２言語学習者像
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なぜ目標言語の母語話者を
目標とすることが問題なのか？
• 母語話者になることはできない。化石化（Selinker, 1972）（そ
もそも実現不可能）

• 目標とすべき母語話者が特定不能。（例：北海道方言話者は母
語話者として不適？）

• 母語話者にバラエティがあって，母語話者から母語話者として
認定されることで母語話者となるのであれば，母語話者になる
ことは不能。

• 第２言語話者は永遠に不完全な存在。

• 達成不可能な目標を持つことで最終的には動機減退，達成感の
喪失，抑うつ感，悲観，劣等感，挫折，失望 (Lake, 2013)

義永 (2008)をもとにした
第二言語能力観の変遷について
• 言語能力（チョムスキー）（←生成文法）

• コミュニケーション能力（ハイムズ，カナール＆スウェイン，バッ
クマン）（←談話分析）

• 相互行為能力 (Young, 2011) （←会話分析）

「相互行為能力は、共同体組織での生活が実現するための相互行為的
実践や，学習者がその参与者になっていく過程を説明するものである
という。それぞれが持つ知識やスキルには偏差があっても，それを持
ち寄った参与者がどのように協働して相互行為的実践を構築するかが
焦点となる。」（河合・河合2018）

「言語能力や伝達能力という概念を背景とした中間言語は，第２言語
話者 (非母語話者) が一人前の存在として認められる可能性を切り開い
たのに対して，相互行為能力の概念はそれをさらに確実なものと位置
づけた」（河合・河合2018）
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第２言語話者のWellbeing

• 挫折感や失望感を感じなくて済む第２言語学習とは？＝第２言
語学習者にとっての幸福・福利

• ポジティブ心理学，チクセントミハイ：熟練者たちの「フ
ロー」体験＝幸福感

• 幸福は熟練者にだけ与えられるものなのか？

• 「どの段階の熟達度であったとしても，持てる力を使って異な
る言語の話し手とコミュニケーションを行って何らかの活動目
的を達成する過程で，その活動の参加者と没我感，高揚感を共
有できるかどうかなのではないだろうか。そうした価値観は，
言語能力や伝達能力ではなくて，相互行為能力を視点にした第
２言語習得観とも方向性をともにしていると感じる。」（河
合・河合，2018)

協働的相互行為の参与者となるための
スピーキング・ストラテジー
• 第２言語学習ストラテジー研究：自律学習者の育成が最終的な目的
(O’Malley & Chamot, 1990; Oxford, 1990; Wenden, 1991)。

• 学習ストラテジー：単に効果的・効率的な学習技術ではなくて，学習者が
自分の学習を自分で管理運営していくための方法論。

• ストラテジーを使う学習者の主体（agent）という概念は，その個人が生
きる意味を基盤としていて，自らの存在価値や生きる目的が感じられない
のであれば，そのストラテジーは自律学習者の育成に役立つものとはいえ
ない（Oxford, 2017）。

• 学習ストラテジーは学習者たちの意図や彼らの創造的な努力があって初め
て意味を持つ。（Gao ＆ Zhang，2011）

• ヴィゴツキーの社会文化理論やレイヴとウェンガーの正統的周辺参加など，
他者との相互行為に注目した社会文化的な理論を含むストラテジー研究の
新しい方向性（Oxford, 2017）。
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提案する第２言語学習者像
• 発展途上の第２言語話者として目標言語を使いながら，

• 他の話者とのコミュニケーションを共同構築することに，

• フロー的な没我感や高揚感を感じることで，

• 自分の存在価値や生きる目的を確認する存在。

だとすれば，

• 目標言語をじっさいに使う活動のなかで学習者がフロー
を感じていることが確認できれば，このような第２言語
学習者を育む場を提供していると言えるのではないか？

• 目標言語を使うためのストラテジーを提供することで，
フロー感覚を促進できるのではないか？

研究の結果とまとめ

• 研究課題

• 予想と結果

• 限界と今後の研究への示唆
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研究課題

研究１：ディベートを使った英語授業―

• スピーキング方略を使う学習者がフローを多く経験しているか。

• 言語不安・スピーキング方略・フロー経験の間に関係は見られ
るか。

研究２：香港・米国の日本語学習者とのタンデム・ラーニングを
含んだ英語授業―

• スピーキング方略使用は言語不安を減少させるか。

• スピーキング方略使用者は，タンデム・ラーニングに英語熟達
度向上への効果があると思っているか。

予想と結果

予想

• スピーキング方略使用→言語不安の減少→フローの創出

結果

• スピーキング方略使用はフロー的な経験と関連がある。（研究１）

• スピーキング方略使用はタンデム・ラーニングの効果があると感じ
ている。（当該学習活動に対してポジティブな反応をしている）

• スピーキング方略使用と言語不安との間には関係を見いだせなかっ
た。（研究1・研究２）

• 不安を感じるのでスピーキング方略を使うという傾向も見られ，不
安と方略使用は双方向に関係がありそう。（研究２）
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限界と今後の研究への示唆

限界

• スピーキング方略質問票は，「協働的相互行為の参与者となるため
のスピーキング・ストラテジー」という視点で行われた研究を踏ま
えているわけではない。

• チクセントミハイの言っているフロー状態ではないフロー状態は，
まだ理論的に議論が深まっているわけではない。

今後の研究への示唆

• 第２言語話者として目標言語を用いている例の会話分析を行って，
協働的相互行為の参与者となるためのスピーキング・ストラテジー
としてどのようなものが考えられるか考察する必要がある。

• 自らの存在価値や生きる目的が感じられる主体としての第２言語学
習者の条件を考察し，それを調査する道具を開発する必要がある。
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